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〔地方税財政の現状等について〕 

 

 総  2  －  2



 

（注）１　各税目の％は、それぞれの合計を100％とした場合の構成比である。

　　　２　国税は予算額（特別会計を含む）、地方税は、超過課税及び法定外税を含まない。

　　　３　国税は地方法人特別税を除いた額、地方税は地方法人特別譲与税を加えた額である。

〔
地
方
税
内
訳
〕

国税・地方税の税収内訳（平成25年度予算・地方財政計画額）

個人市町村民税

34.9％

70,259億円

個人

道府県民税

30.9％

48,353億円

個人住民税
33.1％

118,612億円

所得税

30.8％

138,980億円

法人市町村民税

8.9％

17,836億円

地方

法人二税

30.6％

47,874億円

地方法人二税

18.4％

65,710億円

法人税

19.3％

87,140億円

地方消費税

17.0％

26,650億円

地方消費税

7.4％

26,650億円

消費税

23.6％

106,490億円

固定資産税

42.3％

85,058億円

固定資産税

23.8％

85,058億円

自動車税

9.9％

15,497億円

軽油引取税

5.9％

9,233億円

都市計画税

6.0％

11,988億円

その他

7.9％

16,156億円

その他

5.7％

9,037億円

その他

17.3％

61,911億円

その他

26.3％

117,895億円

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000１０兆円 ２０兆円 ３０兆円 ４０兆円

・法人住民税 6.9％ 24,636億円

・法人事業税 11.5％ 41,074億円

(うち地方法人特別譲与税 17,643億円)

・揮発油税 28,405億円
(地方揮発油税を含む)

・相続税 14,950億円

・酒税 13,470億円

・印紙収入 11,020億円

・たばこ税 9,910億円
（このほか、たばこ特別税 1,533億円）

・自動車税 15,497億円

・都市計画税 11,988億円

・地方たばこ税 11,448億円

・軽油引取税 9,233億円

国 税

450,505億円

地方税合計

357,941億円

道府県税

156,644億円

市町村税

201,297億円

〔
地
方
税
内
訳
〕
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　　（注）１　表中における計数は、超過課税及び法定外税等を含まず、地方法人特別譲与税を含む。

　　　　　２　平成23年度までは決算額、24年度は決算見込額、25年度は地方財政計画額である。
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（注）財源不足額及び補塡措置は、補正後の額である（平成25年度は当初）
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…地方交付税の増額等

…地方債の増発

財源不足額

凡例 ：

地財計画総額（H24～25は通常収支分）
に対する財源不足額の割合

地方財政の財源不足の状況
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　　　　　　　（注）　１　表中における計数は、超過課税及び法定外税等を含まず、地方法人特別譲与税を含む。
　　　　　　　２ 平成23年度までは決算額、24年度は決算見込額、25年度は地方財政計画額である。

6.6

7.1

7.7
8.4

9.1

10.6

11.3 11.5 11.4

10.0
10.2

9.6

10.4

9.3

9.1

9.7 9.5

8.6
8.1 8.0

8.3

9.1

6.2 6.2

7.4

8.9

10.0

9.6 9.7 8.2

7.1
6.6 6.8

8.2
7.8

6.9

6.1
6.5

6.7

5.7
6.0

6.7

7.6

8.7
9.2

8.4

4.7

5.8
6.0

6.4 6.6

4.1
4.6

4.9
5.2

5.6
5.9

6.5

7.1

7.5
7.9

8.3 8.7 8.7

9.0

9.2

8.9 9.0

9.0 8.6 8.7 8.7

8.4

8.6

8.7

8.7 8.8 8.8
8.5 8.5

0.8

2.6 2.5 2.5 2.5 2.4 2.4 2.6 2.6 2.6 2.6 2.5 2.4
2.6 2.6 2.6 2.7

12.3
12.6

12.4

11.5
11.3

11.7 11.9

0.0

5.0

10.0

15.0

６０

年度

６１ ６２ ６３ 元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４

見込

２５

計画

12.1

主要税目（地方税）の税収の推移

地方法人二税

固定資産税

地方消費税
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所得譲与税
3.0兆円
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全国

地方税計 地方法人二税 固定資産税

人口一人当たりの税収額の指数（平成23年度決算額）

※「最大／最小」は、各都道府県ごとの人口一人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値である。

（注１） 地方税収計の税収額は、地方法人特別譲与税の額を含み、超過課税及び法定外税等を除いたものである。

（注２） 個人住民税の税収額は、個人道府県民税（均等割及び所得割）及び個人市町村民税(均等割及び所得割）の合計額であり、超過課税分を除く。

（注３） 地方法人二税の税収額は、法人道府県民税、法人市町村民税及び法人事業税（地方法人特別譲与税を含まない。）の合計額であり、超過課税分を除く。

（注４） 固定資産税の税収額は、道府県分を含み、超過課税分を除く。

（注５） 人口は、平成24年３月31日現在の住民基本台帳人口による。
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個人住民税 地方消費税（清算後）

最大／最小：２．５倍

３５．２兆円

最大／最小：５．３倍

４．６兆円

最大／最小：２．３倍

８．９兆円
最大／最小：２．９倍

１１．１兆円

最大／最小：１．８倍

２．６兆円
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【
個
人
所
得

】

・個人住民税制度減税
　税率の累進構造の緩和
　人的控除額の引上げ
　配偶者特別控除・特定扶養控除の
創設等
　（▲1.6兆円）　63、元、2年度～

・道府県民税利子割の創設
　（＋0.6兆円）  63年度～

・個人住民税制度減税
　税率の累進構造の緩和
　人的控除額の引上げ
　給与所得控除の引上げ
　（▲1.0兆円）　7年度～

・特別減税

・市町村民税最高税率引下げ
　（▲0.2兆円）　11年度～

・特別減税

・諸控除の見直し
　配偶者特別控除の見直し
　（＋0.3兆円）　17年度～
　老年者控除の廃止
　（＋0.1兆円）　18年度～

・税源移譲　所得税⇒個人住民税
   （＋3.0兆円）　19年度～
　 ※所得譲与税の創設
　　　16～18年度

・道府県民税配当割、
  株式等譲渡所得割の創設
　15年度～

・公的年金からの特別徴収制度の導入
　21年度～

・諸控除の見直し
　年少扶養控除の廃止、
　特定扶養控除の見直し
　（＋0.5兆円）　24年度～
　給与所得控除の上限設定
　26年度～
　退職所得課税の見直し
　24年度～

【
法
人
所
得

】

・国の税率引下げの影響
　（▲0.1兆円）　62年度～
　（▲0.3兆円）　元、2年度～

・法人事業税の税率引下げ、
  国の税率引下げ・課税ベース
  拡大の影響
　（▲0.1兆円）　10年度～

・法人事業税の税率引下げ、
  国の税率引下げの影響
　（▲1.0兆円）　11年度～

・外形標準課税制度の導入
　16年度～

・分割基準の見直し
　17年度～

・地方法人特別税・譲与税の創設
　20年度～

・国の税率引下げ・課税ベース
  拡大等の影響
　24年度～

 

【
消
費

】

・消費譲与税の創設
　（＋1.1兆円）　元年度～

・個別間接税の整理
　（▲1.1兆円）　元年度～

・地方消費税の創設
　（＋2.4兆円）　9年度～

・消費譲与税の廃止
　（▲1.4兆円）　9年度～

【
資
産
そ
の
他

】

・土地評価の均衡化・適正化
　（宅地の7割評価の導入）
　6年度～

・固定資産税の負担調整措置
  の見直し
　9年度～

・法定外普通税の「許可制」  を
  「協議･同意制」に変更
   12年度～

・固定資産税の負担調整措置の見直し
　18年度～

・固定資産税の負担調整措置
  の見直し
　24年度～

※　計数は地方税の増減収見込額（平年度ベース。四捨五入して0.1兆円に満たないものは省略。）

近年の主な税制の動き（地方税）

抜本的税制改革（S62・63年度） 税制改革（H6年度） 定率減税等（H10・11年度） H15年度～ H22年度～

6年度

▲1.7兆円

・定率減税
（▲1.1兆円） 11～18年度

・復興財源確保のための

税制措置
個人住民税均等割の引上げ

（＋0.1兆円） 26～35年度

7年度

▲0.6兆円

8年度

▲0.6兆円

10年度

（2回分)

▲1.2兆円
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税制抜本改革関係の課題について

【消費税（国・地方）の引上げを踏まえた検討事項】

今後の消費税率（国・地方）の引上げに関連した主な検討事項は次のとおり。
○ 低所得者対策・・・給付付き税額控除、軽減税率、８％時点からの簡素な給付措置を含む
○ 円滑かつ適正な転嫁を図るための対策
○ 医療、住宅取得、車体課税等のあり方
○ 地方法人課税のあり方

適用日
区分

現行 平成26年４月１日～ 平成27年10月１日～

地方消費税率
※消費税率換算

１％
（消費税額の25/100）

1.7％
（消費税額の17/63）

2.2％
（消費税額の22/78）

消費税率 ４％ 6.3％ 7.8％
うち交付税分

（法定率）

1.18％
（29.5％）

1.40％
（22.3％）

1.47％
（20.8％）

1.52％
（19.5％）

合計 ５％ ８％ 10％

地方分合計 2.18％ 3.10％ 3.72％

【消費税（国・地方）の引上げ】

H27.4.1～ H28.4.1～
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住所地の
市町村役場

納

税

者

企業等

年金
保険者

番号告知

番号告知 番
号
で
名
寄
せ
・
合
算

給与支払等

年金支払等

※ 他の税目についても、番号制度導入により、納税義務者の現状把握が効率的に行えるようになることが期待。

扶養控除等の対
象要件の調査

各種支払調書等
課税資料の調査
（番号記載）

給与支払報告書
未提出事業所の
調査

申告書未提出者
の調査

給与支払報告書

（番号記載）
納税義務者約4,700万人

税務署に提出を要しない
支払金額500万円以下の
場合も市町村には提出

公的年金等支払報告書
（番号記載）

納税義務者約1,300万人

税務署に提出を要しない
支払金額60万円以下の場
合も市町村には提出

①扶養控除等の認否情報の提供
②名寄せ後の合計所得金額等の情報の提供

税務署

確定申告書
（番号記載）

確定申告書【写し】
（番号記載）

約2,200万人

住民税申告書
（番号記載）

地方税分野では、確定申告書や住民税申告書の情報、給与支払報告書等の資料情報や、市町村の有する住民情報
等を、番号をキーとして名寄せ・突合でき、納税者の所得情報をより的確かつ効率的に把握することが可能となる。

福祉分野等へ
所得情報等を提供情報提供NWS

被扶養者等の所得額
の調査等に情報提供
ＮＷＳを利用

社会保障・税番号制度を個人住民税で利用する場合のイメージ
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